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要旨 

国際化する経済活動の下では新しい仕組みが機能し始め、既存立地因子に加え

て新しい因子が出現する。すなわち移転価格の機能と法人税率の立地的作用で

ある。本稿は法人税率と運賃率が工場の立地決定に与える影響について移転価

格を取り入れて分析する。本稿では次のことが明らかにされる。運賃率が高い

場合、税率低下は立地期待な地域を限定的にする。他方、低運賃率の場合、税

率低下は立地期待地域をより広くし企業の立地選択肢を拡大する。さらに運賃

率がある範囲内にある場合、法人税率の変化は立地期待な地域が生じる地域を

指示する。 

 

 

1 はじめに 

経済活動が地球規模で広域化している時代において企業が新たな工場を建設し

ようとする場合、企業が考慮するべき要因、すなわち立地因子は極めて多くな

る。すなわち企業の基本的な空間的活動範囲が 1 国内あるいは同質的な地域に

限定される場合、工場立地における立地因子はさほど多くはない。また多数の

立地であっても慣れ親しんだ国内においては、各立地因子に対する評価は比較

的容易になされる。しかしながら、グローバル化した経済社会においては、企

業が工場の建設を計画する場合、その工場の立地候補地はかなりの広範囲に及

び、その範囲内にはいくつかの異なった性格を有する国々が包含されることに

なる。すなわち、企業は工場建設の場所の確定においては、いくつかの国を含

む立地期待な地域の設定、その地域に含まれる国の選択から、着手することに
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なる。企業は短時間に簡潔に工場立地を決められず、一連の工場立地過程を経

て立地決定を行うことになる。 

 企業の生産活動が細分化され各生産工程が国際的に分散され、物流・金融・

情報機能で結ばれて生産活動する場合には、各工場間における中間財の移動が

国際的に生じることになる1。その移動には移転価格が用いられることになる。

移転価格が利用される理由は、周知のように、1企業内にいくつかの工場が含ま

れる場合、各工場の企業の利潤への貢献度が評価されねばならない。各工場か

ら出荷される財に対して移転価格を設定しその貢献度を評価するのである。さ

らに重要な理由は以下のようである、工場が立地する各国は利潤を生み出して

いる当該工場に課税することになるが、移転価格を利用することにより、各国

は工場の利潤を把握し課税を適切に行わなくてはならないからである。 

 各国が 1 企業に属する工場に対して課税する場合、移転価格税制など併用す

る場合もあるが、最初には国が定める法人税率にそって工場に課税することに

なる。企業は国の選択においては法人税率を当然考慮することになる。企業の

主要活動が国内に限定される時代において法人税は工場立地には直接影響をす

るものではなかったが、企業の生産工程が国際的に分散される時代においては

重要な立地因子となるのである。 

 本稿での考察目的は上記のように新たに出現してきた立地因子である法人税

率と従来から一般立地因子として知られている運賃率を取り上げ、それらが企

業による工場の立地決定に与える影響に関して移転価格を取り入れながら明ら

かにすることである。本稿の構成は以下のようである。次の 2 節において移転

価格の概要を説明する。次いで分析の仮定および分析枠組みを紹介し、企業の

利潤関数を導出する。3節は工場の立地は一般的には短時間に確定せず、工場の

立地が期待な地域がまず設定されることをカオス的現象により説明する。そし

てその立地期待地域内では種々の立地因子が考慮されることを示唆する。4節に

おいては法人税率および運賃率による立地および税収への作用を分析する。5節

はこれまでの分析を要約し結論する。 

 

2  分析仮定と枠組 

1) 広域化する経済活動下における移転価格の役割 

企業による生産費用の削減を目的とした生産工程の分割および細分化による工

場の分離・分散はかなり以前から進められてきている。工場が分割される場合

にはそれらの間において財・サービスの移動が生じる。それらの移動は移転価

格によりなされ、各工場がどれほど企業全体の利潤に貢献したのかは、移転価

                                                   
1 企業がその生産工程を細分化することに関する分析については、Shi-Yan(1995)そして石

川(2014)を参照。 
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格を用いて当該企業本部に評価される。その評価により各工場への利潤配分や

将来の投資計画が策定される。移転価格の設定は企業内において分散化してい

る利潤源を明確化し,企業内における投資の順位付けがなされることになる。移

転価格の一連の機能は企業体質の強化や競争力向上に役立つと考えられ移転価

格の設定に関して様々な考察もなされてきた2。 

本稿においても上記の移転価格が分析上重要な機能を果たす。そこで移転価

格についての概略を説明しておこう。企業の主たる活動が 1 国内に限定される

ような時期においても移転価格の役割は良く知られていた。1つの簡単な事例を

用いて説明する。いま 1 企業において 1 種類の財が生産され、その生産活動が

分業化されている。例えば、工程が 2 つに分けられ、第 1 工程は原料から中間

財を生産する。そして第 2 工程はその中間財を用いて最終財を生産し、市場に

販売する場合である。それらの工程をそれぞれ担当する工場は、当該企業の利

潤にそれぞれ貢献していることになる。各工場の貢献度により利潤が工場間で

分配されると考えられる。その判断をする企業の本部は各工場の利潤への貢献

度を測定する適切な手段を必要とすることになる。そこで、第 1 工場の生産す

る中間財の価格、すなわち移転価格を企業本部が適切に定めることにより、工

場 1 の収入が決まり、そしてその工場の利潤が決められることになる。他方、

第 2 工場はその価格により原料の仕入れ費用が決まり、生産費用も確定するこ

となる。完成品の価格が与えられれば、工場 2の利潤も導出されることになる。

このようにして企業全体の利潤が確定すれば、企業は工場間の利潤配分に関す

る課題を解決する手段を入手することになる。そして次の課題として、どのよ

うにして企業本部は移転価格を確定するかという問題が生じてくる。ここでは

市場での取引価格を参考にするなど、いくつかの提案がなされることになる3。 

 

2) 移転価格の役割と立地因子としての法人税 

企業の活動範囲が広域化し国際的に展開され、生産活動が国境を越えてなされ

る時代においては、移転価格はより一層重要な役割を負うことになる。 いま

企業がその生産工程を 2 分割し、各工程を担う工場を自国と外国に立地させる

とする。そして自国の工場では中間財を生産し、それを外国の工場で最終製品

にして販売する。外国政府はその国にある工場が利潤を上げていれば、通常は

その工場に課税することになる。工場の利潤が把握できなければ外国政府は適

切に課税することができないことになる。また自国政府においても、企業の利

潤を把握できなければ課税が適切になされないことになる。このような場合に

                                                   
2この分野における伝統的考察としては Cook,Jr.(1955),Dean(1955), Hirshleifer (1956) 

らの論文がある。 

3 これらの問題に関しては上記の Cook (1955),Dean (1955)そして Dobbs (2000)の考察がある。 
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おいて移転価格は重要な役割を果たすことなる。 

 図 1 は上記のような場合において移転価格の役割を示している。工場 1 が生

産する中間財が移転価格により工場 2へ送られ、最終財が生産され販売される。 

移転価格に基づいて工場 1 の収入が確定し利潤が導出される。この利潤に対し

て自国政府が課税して税収を得る。他方、工場 2 は移転価格に基づいてその費

用を確定し利潤を導出する。その利潤に基づいて外国政府が課税をして税収を

える。 

 

 

図 1  移転価格の役割 

 

 

     工場１     収入   利潤      法人税    税収  

 

 

                              自国 

 

     中間財     移転価格        国境 

  

                                   外国 

 

 

      工場 2     費用   利潤       法人税   税収 

 

 

 

 

 

このような場合において移転価格がいかに設定されるかは、企業の利潤のみ

ならず、自国と外国の税収に影響することになる。したがってこれら 3 つの経

済主体間での交渉がしばしば持たれることになる。さらに各国における法人税

率が大きな影響を移転価格に対して与えることになる。法人税率が 2 国間で異

なれば、各工場の利潤額を移転価格の変化で変動させることにより、企業全体

の利潤をより増加させることも期待となるからである。 

 企業の活動が 1 国内にほぼ限定される時代においては、法人税率は工場の建

設には直接影響するが、工場の立地決定に対しては直接的に影響することはほ

企業 
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とんどないと考えられる。しかしながら、国際的に生産活動が広がり、工場の

立地がいくつかの国において期待であるとすれば、企業は国の選択ができ、そ

の選択において法人税の高低は重要な選択基準となる。すなわち、国の法人税

率は工場の立地決定に大きく作用する重要な立地因子になるのである。 

 以下では、経済活動が広域化する時代を前提にして、国の法人税率と中間財

と最終財を生産する工場間の運賃率の立地的作用について移転価格機能を取り

入れて分析する 

 

3）分析仮定および中間財製造工場の利潤関数4 

ある 1企業がその製品 Qを 2つの生産工程に分離して生産する。第 1工程を担

う工場 1は自国内に立地し中間財mqを生産する。その中間財は, 外国にある市

場地に立地し第 2工程を担う工場 2に移送され, 最終製品に組み立てられる。1

単位の中間財が 1 単位の最終製品の製造に用いられる。したがって中間財の量

は企業の生産する製品の量に一致することになる。工場 1 は移転価格 mp4で工

場 2 に中間財を移送する。最終製品は工場 2 が立地している外国の市場におい

て販売される。 

 当該企業の工場 2 は工場 2 の利潤が最大化されるように最終製品の販売量を

決める。したがって中間財の生産量 mq をも決めることになる, 工場 1 は当該

企業全体の利潤が最大化されるように移転価格 mp を決定する。自国と外国に

おける法人税率はそれぞれ tと,t*で示される。 

 当該企業の工場 1のみの利潤 Y1は次式で示される。 

 

       Y1 = (1- t)[ mp*mq – C(mq)－ F1]                               (1) 

 

ただし C(mq)は費用関数である。費用関数は中間財の生産関数,そして用いられ

る原料価格,中間財と原料の輸送費により定まる。F1は固定費用である。 

ここでは以下のような想定の下で費用関数を導出する。当該企業の工場 1は代

替関係にある 2種類の原料m1, m2 を用いて中間財mqを生産する。製造過程で

は潤滑材を必要とし,それは m3 で示される。これらの原材料の産出地はそれぞ

れ点M1, M2 そしてM3 で示され座標（x1, y1）, (x2,y2),  (x3,y3)で指示される。

工場 1の立地点は L で表され, 座標(x, y)で.示される。 原料 m1, m2 の運賃率

は tmであり, 潤滑材 m3 のそれは teで示される。それらの工場渡価格はそれぞ

れ p1, p2, そして p3 で表される。 中間財は工場 2が立地している外国にある地

点M4 に輸送される。地点M4の座標は(x4,y4) で示される。中間財の運賃率は

tgである。 

                                                   
4 本節の分析仮定と枠組みは石川（2009，2013）に基づいている。 
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図 2 は工場 1 で用いられる原材料の産出地と市場地の地理的関係を示す立地

図形である。工場 1 は地点 L に立地し,M1と M2 地点で生産される 2 種類の原

料そして M3 で産出される 1 種類の潤滑材を移入する。これらから工場 1 は中

間財 mq を生産し,それを外国にある地点 M4に立地する工場 2 に出荷する場合

の立地図形を示している。分析内容に影響を与えないので、自国の領域は単純

に大きな楕円、外国の領域は小さな正 4 角形で示され、シンガポールのような

都市国家を想定している。 

 

 

図 2 原料地と市場地を中心とする立地図形 

                              外国 

y  

                              ■ M4   (市場, 工場 2 ) 

 

 

                                         ● L (x,y) ( 工場１の立地) 

                                                                                                                                         

0                              x   

▲                           ● 

                       M2 (m2)                                 M1 (m1) 

                                                                       

 

◙ M3 (m3) 

 

                                  自国 

 

 

                           

次に,工場 1における中間財の生産関数は(2)式で与えられる。 

 

       mq= Am1
α
m2

β                             (2) 

 

ただし. A, α そして β はパラメータであり,  A>0, 0<(α+β)<1 である。 

工場 1と各原料産地 Mi (i=1, 2,3 ) との距離 d1,d2 ,d3,は次の 3式で示される。 
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             d1＝（(x – x1 )
2
 + (y + y1)

2
)
0.5

,                 (3a) 

 d2＝（（x - x2 )
2
 + (y + y2 )

2
)
0.5

,                 (3b) 

               d3＝（x 
2
 + (y +y3)

2
)
0.5

.                       (3c) 

 

同じく工場と市場地M4の距離 d4は(3d)式で示される。 

 

             d4＝（x 2 + (y - y4)2)0.5.                            (3d) 

 

用いられる潤滑材 m3 の量は中間財の製造量に等しく,さらに工場の固定費は F1

で示されるとすれば, 工場 1の利潤 Y1 は (4)式で表されることになる。 

 

Y1 =(1-t)[ mq((mp- tg d4）- (p3+ te d3）)- (p1+tm d1) m1- (p2+tm d2 ) m２– F1].  (4) 

 

工場 1 の用いる 2 原料の量はそれらの引渡価格に依存することになるので,それ

らの量は(5a)と(5b) 式により与えられることになる。ただしここでは簡単化のた

めに係数 α と β はともに 0.4 と仮定されている。 

   

     ｍ1 ＝A
-1.25

mq
1.25

( (p2+tｍd2)/( p1+tｍd1))
0.5

,
                                

(5a)   

ｍ2  ＝A
-1.25

 mq
1.25

( (p1+tｍd1)/( p2+tｍd2))
0.5 

.
                               

(5b)
  

 

潤滑材の量 m3 は(5c)式により与えられる。 

m3
   ＝ mq.

                                                                     
(5c) 

 

これらの量から工場 1 の費用関数 C(mq) は(6)式で表されることになる。 

 

C(mq)=2A
-1.25

mq
1.25

 (p1+ tm d1)
0.5

(p2+tm d2 ) 
0.5

 + mq(p3+ ted3)+ F1.              (6) 

 

したがって工場 1の利潤 Y1は(7)式により再述されることになる。 



8 

 

 

 

Y1=(1-t)[ mq ((mp-tgd4)- (p3+ ted3) ) -2mq
1.25 

A
-1.25

(p1+tm d1)
0.5

(p2+tm d2 ) 
0.5

 – F1].  (7)  

 

 

3) 組み立て・販売工場の利潤関数と製品の需要関数 

企業の工場 2 は工場 1 の中間財から製品を組み立て販売する工程を担当し,仮定

されたように最終製品の製造には 1 単位の中間財が 1 単位の最終製品の製造に

用いられる。工場 2の利潤 Y2は次式のように導出される。 

  

 Y2 = (1- t*)[(p – mp )Q - C(Q)-F2]                         (8) 

       

ただし p は市場での製品価格であり,以下の(10)式で示されるように市場で販売

される製品量の関数となる。C(Q)は工場 2 の最終製品の組み立て費用であり Q

の関数として(9)式で与えられる。 

 

    C(Q) = b Q(g + Q)
2
/h                                                                    (9)   

                     

ただし、b, g, hはそれぞれ定数であり、単純化のために b=1.5,g=2,h=200 と仮

定される。F2は工場 2 の固定費用である。   

製品の市場は当該企業が独占しており、工場 2 が直面する逆需要関数は(9)式

で示される。 

 

     p=a - Q                                               (10)                                                

 

4) 独占市場における企業の利潤関数と生産量の導出 

上記のように当該企業においては,製品の組み立て販売を担う工場 2 が生産量を

決定する5。製品の生産量 Qは(9)式の関係を考慮しながら、その工場の利潤最大

化をめざしてその生産量を決定する。ここでの仮定の下では生産量は(11)式で示

されることになる。 

 

Q=0.22( - 206 + (582409 - 900mp )
0.5 

)                              (11) 

 

上式ように生産量は移転価格 mp の関数として導出できる。したがって当該独

占企業の利潤関数は(12)式で導出される。 

                                                   
5企業によるこのような生産量と移転価格の設定については Zhao.(2000)も参照。 
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Y= (1- t)[(0.22( -206 + (582409 - 900mp)
0.5

))(mp4 - tgd4 ) - (p3+ ted3) ) –  

-2(0.22(- 206 + (582409-900mp)
0.5

))
1.25 

A
-1.25

(p1+tm d1)
0.5

(p2+tm d2 ) 
0.5

 ―F1] 

＋(1-t*) [(600-(0.22(-206+(582409-900mp)
0.5

))-mp)(0.22(-206+  

(582409-900mp)
0.5

)) - F2].                                            (12) 

 

3  立地期待地域の形成と立地因子 

1）企業の最適移転価格および工場立地点の導出 

工場 1 による企業全体の利潤最大化の移転価格 mp および工場 1 の最適立地(X, 

Y)の導出を行うことにする。企業全体の利潤 Y はこれまで考察から(12)式で与

えられる。 

 (12)式から最適な移転価格と工場の立地点が導出される。ここでは Gradient 

dynamics 手法を用いてそれらを導出する。この手法は次のようである。はじめ

に以下に示される(13a),(13b),そして(13c)の 3 式による連立方程式の解の初期値

を xn, yn, そしてmpn とし,それらを (13a,b,c)式に代入する。次にその連立方程

式を解き,それを一時解として xn+1, yn+1, mpn+1 とする。この過程を繰り返して

(xn+1, yn+1, mpn+1）が(xn, yn, mpn）に一致したとき,これらを解とみなすものである。 

 

                ｘn+1= xn +j*∂Y /∂x,                       (13a) 

                ｙn+1= yn +j*∂Y /∂y,                        (13b) 

 

                mpn+1= mpn +j*∂Y /∂mp,                    (13c) 

 

ただし, j いわゆるステップ幅,n は繰り返し計算の回数, そして ∂YM/∂x, ∂YM/∂y,  

∂YM/∂mp は次の 3 式で示される。ただしここでは各国の法人税率は同じであ

り,t=t*=0.22と仮定する。より具体的な方程式は補論で示されている。 

 

 ∂Y/∂x=0.78[-tgx (299.4-0.5mp)/d4+(299.4-0.5mp) (- tg(x/ d4) – te(x/ d3))- 

          - A
-1.25

 (299.4-0.5mp)
1.25

  tm [ {(ｐ2+tm d2)
0.5

/(ｐ1+tmd1 ) 
0.5

} (x – x1)/d1 + 

          +{(ｐ1+tm d1)
0.5

/(ｐ2+tmd2 ) 
0.5

 }(x + x2)/d2]=0              (14a) 
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∂Y/∂y=0.78[-tg(y-1)(299.4-0.5mp)/d4+(299.4-0.5mp) (-tg((y –y4)/d4)-te((y-y3)/ d3) - 

          - A
-1.25

(299.4-0.5mp)
1.25

 tm [ {(ｐ2+tm d2)
0.5

/(ｐ1+tmd1 ) 
0.5

} (y +y1)/d1 + 

          +{(ｐ1+tm d1)
0.5

/(ｐ2+tmd2 ) 
0.5

 }(y +y2)/d2]=0               (14b)   

 

                                           

∂Y/∂mp=0.78[-(0.5*mp-299.4)] +0.22[299.4-2*0.5mp+0.5tg d4+ 0.5(p3 + ted3)+  

         +2.5A
-1.25

(ｐ2+tm d2)
0.5

(p1+tmd1) 
0.5

(299.4-0.5mp)
0.25 

]=0.       (14c)     

                                           

 

２）立地期待地域の形成 

補論で示される 3 式からなる連立方程式を x,y そして mp について Gradient 

dynamics の手法で解けば、図 3で示される計算結果を得る。 

 

図３ 立地期待地域の形成 
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図 3 で示されるように、最適な移転価格は 442.0 と確定できることになる。他

方、最適な工場立地点は、カオス的現象の発生により確定できない。これは以

下のように考えられる（Ishikawa,(2009)）。確かにカオス的現象により最適立

地点は特定化できないが、カオス的現象は最適点あるいはいわゆる鞍点の周辺

に出現する。そしてこの現象内に工場の立地と移転価格が決められるならば、

企業の利潤はさほど相違しない。いわゆる目標利潤の水準からは乖離すること

はないと想定される。したがって、このカオス的現象が生じる地域は工場の立

地期待地域、あるいは立地可能地域として考えられ、企業に対してきわめて有

用な情報を提供するものとなる。さらに、たとえ最適立地点が確定したとして

も、現実的には種々の理由、例えば軟弱な地盤、高い地価や交渉の長期化、周

囲の生産・生活環境などにより、その地点に立地できず、あるいはその地点を

回避することになる。このような場合には、その地点の周囲の地域において次

善の立地点を探査しなければならないことになり、多くの企業は立地期待地域

を設定することになる。図 4 はここで想定されているような場合においての立

地期待地域の例を示している。企業は原料M1地の周辺に形成される立地期待地

域（図の黒塗り地域）内において工場の立地点を探査、絞り込んでゆくことに

なる。 

 

図４ 立地期待地域の形成 
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 この地域内においては工場の立地により利潤水準はあまり変化しないので、地

域内にある各地点や地域、さらに都市の持つ種々の特徴が企業の立地決定に大

きく影響すると思われる6。例えば、地域の安全、住宅、医療、教育などの要因

は、立地期待地域内における工場立地に大きく影響する可能性がある。 

 

4  法人税率および運賃率の立地および税収への作用 

法人税率と運賃率の代表的な場合をいくつか想定して立地期待地域がどこで、

どのような広さで形成されるのかを上記の手法にしたがって順次分析しよう。 

 

１） 法人税率および運賃率の工場立地への作用 

（1A）高い法人税率と高い運賃率の場合における立地期待地域 

図 5Aは高法人税率と高運賃率の場合での立地期待地域を示している。図におい

ては各国の法人税率は同じ水準であり 0.82、工場間の運賃率は 0.85と仮定され

ている。小規模な面の形状を有する立地期待地域が市場地の周辺に形成される。 

 

図 5A 高法人税率と高運賃率での地期待地域,市場地近辺（法人税率：0.82, 運賃率：0.85） 

                                

                                                   
6 各都市の特徴のみならず、各都市で形成される都市体系も重要な役割を果たすと考えられ

る（石川、2013）。 

Figure 6  A prospective area 

                                y  

                                 ■ M4 (Market, Factory 2 ) 

 

 

                                          

                                                                                                                                         

0                          x   

▲                           ● 
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（1B) 低い法人税率と高い運賃率の場合における立地期待地域 

図 5Bは低法人税率と高運賃率の場合での立地期待地域を示している。図 5Bに

おいては各国の法人税率は同じ水準であり 0.22、工場間の運賃率は 0.85と仮定

されている。微小規模な点形状を有する立地期待地域が市場地の周辺に形成さ

れることになる。ここでは法人税率の低下は立地期待地域を限定的にし、企業

の立地選択の広さを狭める作用をしていることになる。 

 

図５B 高運賃率における法人税率低下の立地的作用と点的立地期待地域 

                                      （法人税率：0.22, 運賃率：0.85,）   
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(2A) 高い法人税率と低い運賃率の場合における立地期待地域 

図 6Aは高法人税率と低運賃率の場合での立地期待地域を示している。図 6Aに

では各国の法人税率は同じ水準であり 0.82、工場間の運賃率は 0.225 と仮定さ

れている。やや小規模な面の形状を有する立地期待地域が原料地M1の周辺に形

成される。運賃率が低い場合には基本的に立地期待地域の設定は原料地の周辺

においてなされる傾向をもつ。 

 

 

図６A  低運賃率と高法人税率における立地期待地域、原料地近辺 

                              （法人税率：0.82, 運賃率：0.225 ）  
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(2B) 低い法人税率と低い運賃率の場合における立地期待地域 

図 6Bは低法人税率と低運賃率の場合での立地期待地域を示している。図 6Bに

おいては各国の法人税率は同じ水準であり 0.22、工場間の運賃率は 0.225 と仮

定される。大規模な面の形状を有する立地期待地域が原料地M1の周辺に形成さ

れる。運賃率が低い場合には基本的に立地期待地域の設定は原料地の周辺にお

いてなされ、法人税率の地下は企業の立地選択の広さを大きくする 

 これまでの分析から、次のように言えよう。工場間の運賃率の低下は、予想さ

れるように、工場間の空間的な乖離を促進する。逆に運賃率が高い場合には工

場間の空間的距離は短い。そして運賃率が低い場合における法人税率の低下は

立地期待地域を拡大し、企業の立地選択肢を広くする。他方、運賃率が高い場

合において法人税が低下すれば、それは立地期待地域を縮小させ、企業の立地

選択を限定的にする。 

 運賃率の高低により法人税率が企業の工場立地に与える影響は異なったもの

になる。そしてその影響は企業による立地選択肢の広さにより表されることに

なる。 

 

図 6B 低運賃率における法人税率低下の作用と立地期待地域、原料地近辺 

                               （法人税率：0.22、運賃率：0.225 ） 
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(3) 特定の運賃率における法人税の強い立地的作用 

これまでの分析では、法人税率の高低は立地期待地域の大小によって企業の立

地選択肢の広さに影響することが示された。運賃率がある範囲内にある場合に

は、法人税率の高低が立地期待地域の生ずる場所を定める場合がある。工場間

の運賃率を 0.625 とし、また法人税率は 2 国で同じであるとして、それを

0.22,0.52,0.82 と上昇させてゆくと、表 1Aのようになる。表に示されるように、

法人税が高い場合には工場は原料地の周辺、法人税が低い場合には市場周辺に

立地することになる。すなわち、法人税の変化が立地点に強く作用することに

なるのである。繰り返せば、自国と外国の法人税率が低下すれば、工場の立地

は外国にある市場地周辺あるいは市場地に立地することになる。逆に、自国と

外国の法人税率が上昇すれば、工場の立地は自国の原料地周辺に決まることに

なる。 

 

表１A 法人税率の上昇と工場立地（運賃率 tg：0.625） 

法人税率 0.22 0.52 0.82 

場所      市場近辺       M1 近辺       M1 近辺 

形状 線分 立地期待地域 線分 立地期待地域 線分 立地期待地域 

大きさ      小規模                  中規模       大規模 

 

 

 さらに 2国間における法人税率が異なる場合についてみよう。運賃率を 0.725

として、外国の法人税率 t*=0.82 に固定し、自国の法人税率を t=0.9 と 0.32 と

1
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仮定し、各立地期待地域の発生場所を導出すれば表 1B のようになる。 

 

表１B 法人税率の変化と工場立地 

運賃率：0.725   

法人税率  t=0.9  t*=82 t= 0.32  t*=0.82 

場所  原料地M1 近辺    市場近辺 

形状 線分 立地期待地域  点 立地期待地域 

大きさ    中規模    微小規模 

 

自国の法人税率を外国の法人税率より低下させれば、工場の立地は外国にある

市場地周辺に立地することになる。逆に、自国の法人税率を外国のそれより高

くすれ、工場の立地は自国の原料地周辺に決まることになる。運賃率が 0.625、

あるいは 0.725の水準である場合、単純に企業の工場を自国の原料産地周辺に

牽引したいという目的であれば、国の法人税率を上昇させればよいことになる。 

 図 7は工場間の運賃率を 0.725、法人税率は両国で同じであり、t=t*=0.82 と

した場合においてカオス的現象が原料地 M1 と市場地を結ぶ帯状の地域に生じ

る場合を示している。この状況は、法人税のわずかな変動により工場の立地が

市場地域周辺あるは原料地周辺に分かれることを示している。  

 

図７立地期待地域の移動, 原料地付近と市場付近（法人税率: 0.82、運賃率：0.725） 

 

 

 これまでの考察結果を整理すれば表 3 のようにまとめられる。経済発展につ

れて運賃率が低下し、法人税率が低下すると想定すれば、ここで仮定される場

合においては、中間財を生産する工場はある原料地周辺の広い範囲内で生産・
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生活環境の良い地点に定まると予想されることになる。 

 

表 3 法人税率と運賃率の変化と立地期待地域の変動 

 

 法人税率（ｔ＝ｔ＊） 0.22 0.52 0.82 

運賃率     

0.225 場所   M1 近辺       M1 近辺       M1  近辺 

 形状 面 立地期待地域 面 立地期待地域 面 立地期待地域 

 大きさ    大規模                  中規模       小規模 

0.725     

 場所  市場近辺       M1 近辺       M1 近辺 

 形状 線分 立地期待地域 線分 立地期待地域 線分 立地期待地域 

 大きさ   小規模                  中規模       大規模 

0.773     

 場所  市場近辺      市場近辺      市場近辺 

 形状 点 立地期待地域 線分 立地期待地域 面  立地期待地域 

 大きさ  微小規模                  小規模       小規模 

 

3) 法人税率および運賃率の移転価格と税収への作用 

（１）法人税率および運賃率の移転価格への作用 

本小節においては法人税率と移転価格の関係を分析する。これまでの考察にお

いては法人税率と移転価格の関係について明示的に取り扱ってこなかったが、

法人税率が自国と外国とで異なることがなければ、法人税率が変化しても同一

である。いま、運賃率を 0.225そして 0.85として両国の帆印税率を 0.27、0.82

の場合における移転価格を導出すれば、表４Aのようになる。て 

 

表 4Ａ 同一法人税率と同一運賃率における移転価格 

   運賃率  

   0.225 0.85 

法人税率 ｔ t* 移転価格 移転価格 

 0.27 0.27 442 443 

 0.82 0.82 442 443 

 

表 4Aに示されるように、運賃率が 0.225の場合には移転価格は 442、運賃率が

0.85の場合には 443となり、法人税率が変動しても変化しないことが判明する。 

運賃率が上昇すれば移転価格は高くなる。 
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 続いて自国と外国の法人税率が異なり、その差異が拡大する場合について見

よう。表 4B は自国の法人税を 0.22 と固定し、外国の法人税を上昇させた場合

の結果を示している。運賃率は 0.25と 0.85としてある。表示されるように税率

が開くにつれて移転価格は低下してゆくことになる。 

 

 

表 4B 法人税率差の拡大と移転価格の低下 

 

    運賃率  

    0.25 0.85 

法人税率 ｔ t* 税率差  移転価格 移転価格 

 0.22 0.32 0.1 435 436 

 0.22 0.42 0.2 427 428 

 0.22 0.52 0.3 419 420 

 0.22 0.62 0.4 409 410 

 

 さらに自国の法人率税率も変化させその法人率の差を一定に保ちながら、両

社の法人税率の平均が上昇する場合について調べてみよう。ただしここでは運

賃率は 0.225と仮定されている。その結果は表 4Cに示されている。平均法人率

が上昇するほど移転価格は低下することになる。 

 

 

表４C 平均法人税率の上昇と移転価格の上昇 

 

    運賃率 

    0.225 

法人税率 ｔ t* 平均税率 移転価格 

 0.15 0.27 0.21 434 

 0.35 0.47 0.41 432 

 045 0.57 0.51 430 

 0.70 0.82 0.76 417 

 

 

 いずれにしても、中間財を製造する工場を有する自国の法人税率の低下は、

一般的には移転価格の上昇をもたらすものと予測されるが、ここでの分析枠組

みにおいては、予想とは逆に法人税の低下は移転価格の低下をもたらすという
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結論を得る。 

 

（２）法人税率および運賃率の国の税収への作用 

本小節では法人税率と移転価格の関係の分析へ進むことにする。ここでは工場

間の運賃率は 0.225 に固定して 2 国間の法人税が同字場合と異なる場合の 2 つ

を想定する。そして税収の確定には企業の利潤が確定されねばならない。そし

てその利潤の導出には工場 1 の立地が定まっていなければならない。そこで、

本小節では計算の単純化のために、中間財を製造する工場 1 は立地期待地域の

中に常に包含されている原料地M1に立地するものとし、企業の利潤を導出し国

の税収を確定することにする。このような想定のもとに考察を進めることにす

る。 

 自国と外国の税収を上記の手法により導出し各法人税率におけるそれらは表

5のように求められる。 

 

表 5 自国の法人税率の低下による税収の変化(運賃率 tg: 0.225) 

 

   税収と増減     

法人税率       ｔ      t*       自国     外国 

 0.27 0.27 4453 509 

 0.15 0.27 2530 618 

   -1923 109 

     

 0.47 0.47 7758 886 

 0.35 0.47 5949 1133 

   -1809 247 

     

 0.57 0.57 9408 1075 

 0.45 0.57 7690 1436 

   -1718 361 

     

 0.82 0.82 13525 1544 

 0.7 0.82 12350 2624 

   -1175 1080 

              

 

表 5 から次の事柄が判明する。税率が上昇するにつれて国の税収は増加する。
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自国の法人税率を低下させれば、自国の税収は低下し、外国の税収は増加する。

そしてその場合、外国の税収の増加額は両国の法人税率が高いほど大きくなる7。 

 

4）立地政策における法人税率と運賃率の評価 

本節での枠組の下での考察に基づけば、立地政策における法人税率と運賃率の

評価に関して、次のような事柄が言えるであろう。すなわち、中間財を製造す

る工場が自国に留まらず、市場のある外国に移転することになれば自国の税収

はゼロになり大きな損失となる。当然自国政府はその工場の自国に留まらせる

政策をとることになる。運賃率の高低は工場の立地決定において極めて重要で

ある。運賃率の低下は工場間の空間的距離を拡大させ、中間財製造工場を原料

地方向へ移転させる傾向をもつので、自国政府による交通基盤を整備する政策

は有効であるといえる。工場間の運賃率が十分に低下した状況において自国の

法人税を低下させることは工場を自国におきつつ、さらに企業に立地選択の余

地を大きく残すので企業には有利である。しかし、それは自国の税収を減らし、

外国の税収を増加させることになる。自国政府にとっての評価は微妙になる。

また工場間の運賃率が高い場合、自国政府が、中間財製造工場の原料地への牽

引を目的として、法人税を引き下げても、工場は原料地方向へ移動せず、市場

地自体に立地する傾向を強くするのみである。したがって工場間の運賃率が高

い場合には法人税率を低下させる政策の効力はないことになる。したがって、

ここでの想定下では、工場間における運賃率を引き下げるという立地政策は法

人税の引き下げより自国にとって有効である。法人税率の低下は企業の収益関

係に強く影響する。自国政府が法人税率を変更して工場立地を自国の原料地へ

牽引するとすれば、工場間の運賃率が中程度であり、法人税率を引き上げる場

合である。 

 

5 要約と結論 

経済活動が地球規模で拡大している時代においては、以前には企業活動にとっ

てあまり考慮されなかった機能また工場の立地決定に直接影響を与えてこなか

った立地因子が極めて重要性をもって出現してくる。ここで取り上げた移転価

格の果たす機能と法人税率は上記の典型的な例である。 同一企業内にある工

場が国際的に分散し生産網で結ばれる場合には移転価格が用いられ、その働き

は企業の利潤と国の税収の水準に大きな影響を及ぼす。そして企業が工場立地

を計画する場合において国の選択がしばしば行われるが、法人税率の水準は国

                                                   
7 本稿の分析では外国の法人税が自国の法人税より低い場合を取り扱わない。この分析は機

会を改めて行う予定である。その理由はより複雑な分析枠組みが必要とされ、計算過程が

長くことである。 
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の選択に重要な要因となる。 

 本稿では法人税と基本的な立地因子である運賃率が工場立地にいかに影響す

るかについて移転価格機能を取り込み分析を行った。ここでなされた分析の結

果を簡潔に整理し要約すれば以下のようになる。 

１） 法人税率が 2 国間で同じである限り、法人税の水準にかかわらず移転

価格水準は同じである。 

２） 2国間の法人税率の差が拡大すれば移転価格は低下する。 

３） 自国の法人税率の低下は他国の税収を増加させる。 

４） 運賃率が高水準にある場合には工場立地は市場地近辺になり、法人税

率の低下は工場の立地期待地域をより限定的にする。他方、運賃率が

低い場合には工場立地はある原料地周辺になり、法人税率の低下は立

地期待地域をより広くし企業の工場立地の選択肢を拡大する。 

５） 運賃率がある範囲内にある場合、法人税率の変化は工場立地に決定的

な作用をする。すなわち、法人税率が上昇すれば、工場の立地期待な

地域は原料産地方向に移動する。他方、法人税率が低下すれば、工場

の立地期待な地域は市場地方向に移動する。 

 このように法人税率の水準は、運賃率と関連しながら、企業の工場立地決定

に複雑に影響することになる。経済発展とともに運賃率が低下し、法人税が低

下するということであれば、企業はその中間財を生産する工場を市場地から分

離し、その立地点をある 1 つの原料産地の周辺地域において種々の立地因子を

考慮しながら選択することになると考えられる。ここでは中間財を生産する工

場は原料産地の周辺の広い地域内からその立地点を選択できるので、企業の利

潤に直接関係しない立地因子も影響力を発揮できる機会を持つと予想される。

すなわち、都市の有する文化、風景そして教育などがそのような立地因子にな

る。言い換えれば、グローバル化する現代社会においては従来直接的には考慮

されて来なかった上記のような要因が、都市の工場誘致政策の中核を占める場

合が多くなると考えられる。 
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補論： 最適立地点および移転価格の導出連立方程式 

各パラメータと市場、原料の産出地に具体的数値を次のように仮定する。 

(x1=3, y1=-0.5), （x2= -3
0.5

, y2=-0.5）, （x3=0, y3= -1.5）, （x4=0, y4=1）,A=1, p1=0.25,  p２=2,  

p3=0.2, tm=0.11, te=0.0 1, tg=0.225,t=t*=0.22。 

この場合には以下の 3式を得る。この 3式を x,y,mpについて解くことにより、

最適立地点および最適移転価格を導出することになる。 

 

x+j (0.78*(-(((0.22(-206.`+ )) 0.225 

x)/(x^2+(y-1)^2)0.5`)-(0.22(-206.`+

))*0.01*x*(x^2+(y+1.5)^2)^(-0.5)-(0.22(-206.`+

))1.25` 0.11` (((0.25`_+0.11` 

((Global`x-3)^2+(Global`y+0.5`)^2)^0.5`)0.5` (x+30.5`))/((2+0.11` 

((x+3^0.5`)^2+(y+0.5`)^2)^0.5`)0.5` ((x+3^0.5`)^2+(y+0.5`)^2)0.5`)+((2+0.11` 

((x+3^0.5`)^2+(y+0.5`)^2)^0.5`)0.5` (x-3))/((0.25`_+0.11` ((x-3)^2+(y+0.5`)^2)^0.5`)0.5` 

((x-3)^2+(y+0.5`)^2)0.5`))))                                        

582409.` 900.` p

582409.` 900.` p

582409.` 900.` p
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                                                                   （A-1）       

 

y+j (0.78*(-(((0.22(-206.`+ )) 0.225 

(y-1))/(x^2+(y-1)^2)0.5`)-(0.22(-206.`+

))*0.01*(y+1.5)*(x^2+(y+1.5)^2)^(-0.5)-(0.22(-206.`+

))1.25` 0.11` (((0.25`_+0.11` ((x-3)^2+(y+0.5`)^2)^0.5`)0.5` 

(y+0.5`))/((2+0.11` ((x+3^0.5`)^2+(y+0.5`)^2)^0.5`)0.5` 

((x+3^0.5`)^2+(y+0.5`)^2)0.5`)+((2+0.11` ((x+3^0.5`)^2+(y+0.5`)^2)^0.5`)0.5` 

(y+0.5`))/((0.25`_+0.11` ((x-3)^2+(y+0.5`)^2)^0.5`)0.5` ((x-3)^2+(y+0.5`)^2)0.5`)))) （A-2） 

  

p+j (-0.78*(-0.22` (-206.`+1.` )-(99.` (600-0.22` (-206.`+1.` 

)))/ +(0.7425` (2+0.22` (-206.`+1.` 

))2)/ +(21.78` (-206.`+1.` 

))/ +(0.32670000000000005` (2+0.22` 

(-206.`+1.` )) (-206.`+1.` 

))/( )+(99.` p)/

)+0.18*((0.22` (-206.`+ )-(99.` p)/

)+99.`/ *0.225` (x^2+(y-1)^2)0.5`+99.`/

*(0.2+0.01*(x^2+(y+1.5)^2)^(0.5))+2.5`*0.5* ((2+0.11` 

((x+3^0.5`)^2+(y+0.5`)^2)^0.5`)0.5` (0.25`_+0.11` ((x-3)^2+(y+0.5`)^2)^0.5`)0.5` 

(0.22(-206.`+ ))0.25`)))                 （A-3） 

582409.` 900.` p

582409.` 900.` p

582409.` 900.` p

582409.` 900.` p

582409.` 900.` p 582409.` 900.` p

582409.` 900.` p 582409.` 900.` p

582409.` 900.` p 582409.` 900.` p

582409.` 900.` p

582409.` 900.` p 582409.` 900.` p

582409.` 900.` p 582409.` 900.` p

582409.` 900.` p 582409.` 900.` p

582409.` 900.` p

582409.` 900.` p
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